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「指定居宅介護支援」重要事項説明書 

 

益田市社会福祉協議会 

 

 

 

 

当事業所はご契約者に対して指定居宅介護支援サービスを提供します。事業所の概要や提供されるサ

ービスの内容、契約上ご注意いただきたいことを次の通り説明します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．事業者 

（１）法人名         社会福祉法人 益田市社会福祉協議会 

（２）法人所在地      島根県益田市須子町３番１号 

（３）電話番号        ０８５６－２２－７２５６ 

（４）代表者氏名      会長 末 成 弘 明 

（５）設立年月日      昭和４１年６月６日 

２．事業所の概要 

（１）事業所の種類    指定居宅介護支援事業所 

（２）事業の目的     指定居宅介護支援事業所は、介護保険法令に従い、ご契約者（利用者）が居宅 

での介護サービスやその他保健医療サービス、福祉サービスを適切に利用する 

ことができるよう、ケアプランの作成、管理を行います。 

（３）事業所の名称    益田市社会福祉協議会指定居宅介護支援事業所 

           ３２７０８００１３３号 

（４）事業所の所在地  島根県益田市須子町３番１号 

（５）電話番号       ０８５６－２２－７２５６ 

（６）管理者     氏名   澄川 慧子 

当事業所は介護保険の指定を受けています。 

（ 第３２７０８００１３３号） 

 

ご契約者が居宅での介護サービスやその他の保健医療サービス、福祉サービスを適切に利用

することができるよう、次のサービスを実施します。 

○ご契約者の心身の状況やご契約者とそのご家族等の希望をお伺いして、「居宅サービス計画

（ケアプラン）」を作成します。 

○ご契約者の居宅サービス計画に基づくサービス等の提供が確保されるよう、ご契約者及びそ

のご家族等、指定居宅サービス事業者等との連絡調整を継続的に行い、居宅サービス計画の

実施状況を把握します。 

○必要に応じて、事業者とご契約者双方の合意に基づき、居宅サービス計画を変更します。 

☆居宅介護支援とは 
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（７）当事業所の運営方針 １．事業所は、ご利用者が可能な限り在宅においてその有する能力に応じ

自立した日常生活を営むことができるように配慮して行います。 

             ２．事業所は、ご利用者の要介護状態等に係る申請に対して、ご利用者の

意志を踏まえ、必要な協力を行います。また、ご利用者が申請を行われ

ているか否かを確認しその援助も行います。 

             ３．事業所は、ご利用者の選択により、心身状況、その置かれている環境

等に応じて、適切な保健医療サービス及び福祉サービス、施設、地域包

括支援センター等の多様なサービス事業所の連携を得て、総合的かつ効

果的に介護計画を提供されるよう配慮し努めます。 

             ４．事業所は、益田市から介護認定調査の委託を受けた場合は公平、中立

さらにご利用者に対し正しい調査を行い、その知識を有するよう研鑽を

行います。 

             ５．事業所は、ご利用者の意志及び人権を尊重し、常にご利用者の立場に

立ち、ご利用者に提供されるサービスの種類、特定の事業者に不当に偏

することのないよう公平、中立に行います。 

             ６．事業所は、中重度者や支援困難ケースへの積極的な対応を行うほか、         

専門性の高い人材を確保し、質の高いケアマネジメントを実施し、地域

全体のケアマネジメントの質の向上に資するように努めます。   

（８）開設年月日      平成１２年４月１日 

 

３．事業実施地域及び営業時間 

（１）通常の事業の実施地域  益田市全域 

（２）営業日及び営業時間      

営業日 月～金曜日、但し（祝休日・１２／２９～１／３を除く） 

受付時間    ８時３０分～１７時３０分 

 但し、必要に応じて２４時間対応：連絡先（090-5376-1878） 

サービス提供時間帯     ８時３０分～１７時３０分 

４．職員の体制 

   当事業所では、ご契約者に対して指定居宅介護支援サービスを提供する職員として、以下の職種

の職員を配置しています。 

<主な職員の配置状況>※職員の配置については、指定基準を遵守しています。 

職種 職員配置 職務の内容 

１．管理者 常勤１名 
居宅介護支援業務及び介護支援専門

員等の管理及び指導を行います。 

２．介護支援専門員 常勤３名以上 居宅介護支援業務を行います。 
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５．当事業所が提供するサービスと利用料金 

（１）サービスの内容（契約書第３～６条参照） 

①居宅サービス計画の作成 

ご契約者のご家庭を訪問して、ご契約者の心身の状況、置かれている環境等を把握したうえで、

居宅介護サービス及びその他の必要な保健医療サービス、福祉サービス（以下「指定居宅サービス

等」という。）が、総合的かつ効率的に提供されるように配慮して、居宅サービス計画を作成しま

す。 

＜居宅サービス計画の作成の流れ＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ②居宅サービス計画作成後の便宜の供与 

・ご契約者及びその家族等、指定居宅サービス事業者等との連絡を継続的に行い、居宅サービス計画

の実施状況を把握します。 

・居宅サービス計画の目標に沿って、サービスが提供されるよう指定居宅サービス事業者等との連絡

調整を行います。 

・ご契約者の意思を踏まえて、要介護認定の更新申請等に必要な援助を行います。 

 ③居宅サービス計画の変更 

   ご契約者が居宅サービス計画の変更を希望した場合、または事業者が居宅サービス計画の変更が

必要と判断した場合は、事業者とご契約者双方の合意に基づき、居宅サービス計画を変更します。 

 ④介護保険施設への紹介 

    ご契約者が居宅において日常生活を営むことが困難となったと認められる場合、又は、ご利用

者が介護保険施設への入院、又は、入所を希望する場合には介護保険施設への紹介その他の便宜

の提供を行います。 

③介護支援専門員は、契約者及びその家族の置かれた状況等を考慮して、

契約者に提供されるサービスの目標、その達成時期、サービスを提供

する上での留意点等を盛り込んだ居宅サービス計画の原案を作成しま

す。  

④介護支援専門員は、前項で作成した居宅サービス計画の原案に盛り込んだ指定

居宅サービス等について、保険給付の対象となるか否かを区分した上で、その

種類、内容、利用料等について契約者及びその家族等に対して説明し、契約者

の同意を得た上で決定するものとします。 

②居宅サービス計画の作成の開始にあたって、当該地域における指定居宅

サービス事業者等に関するサービスの内容、利用料等の情報を適正に契

約者又はその家族等に対して提供して、契約者にサービスの選択を求め

ます。  

①  事業者は、介護支援専門員に居宅サービス計画の作成に関する業務を

一人当たり４５件未満で担当させます。  

担当させます。  
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＜居宅介護支援の提供方法＞ 

・介護支援専門員は介護支援専門員証を携行し、初回訪問時及びご利用者又はそのご家族から求め

られた時はこれを提示します。 

・ご契約者の被保険者証を提示していただき、要介護認定の有無、認定区分と有効期間等を確認し

ます。 

・居宅介護支援の提供に際しては、あらかじめご契約者又はそのご家族等に対し、重要事項説明書

を記した文書を交付して説明を行い、ご契約者又はそのご家族に同意をいただきます。 

・ご契約者とご家族に状況を伺い、意思や意向を確認します。 

・保健医療サービスや福祉サービス等、多様なサービスを活用し、地域包括支援センターや介護保

険事業者と連携して、ご契約者とご家族の意思や意向を尊重しつつ、総合的かつ効果的な居宅介

護サービス計画を作成します。 

・ご契約者又はご家族の承認を得て、サービスの手続きをします。 

・サービスの実施状況を把握しながら、必要に応じてご契約者又はご家族、サービス事業者の合意

に基づき計画を変更します。 

・複数の指定居宅サービス事業者等を紹介し、事業者の説明をします。 

・居宅サービスに位置付けた指定居宅サービス事業所等の選定理由の説明を求めることができます。 

・ご契約者が病院等に入院する場合には、担当の介護支援専門員氏名及び連絡先を当該病院等に伝

えられるように提示します。 

 （２）サービス利用料金（契約書第８条参照）   

①居宅介護支援に関するサービス利用料金は、事業者が法律の規定に基づいて、介護保険からサー

ビス利用料金に相当する給付を受領する場合（法定代理受領）は、ご契約者の自己負担はありま

せん。但し、ご契約者の介護保険料の滞納等により、事業者が介護保険からサービス利用料金に

相当する給付を受領することができない場合は、次項のサービス利用料金の全額をいったんお支

払い下さい。              
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②交通費 

   通常の実施地域以外の地区にお住まいの方で、当事業所のサ－ビスを利用された場合は、サービ

スの提供に際し、算定の範囲は事業所実施地域を超えた地点から、要した交通費の実費をいただき

ます。 

料金：１Ｋｍあたり１５円 

③利用料金のお支払い方法 

前記（２）の料金・費用は、１か月ごとに計算し、ご請求しますので、請求月の末日までにお支

払い下さい。 

前記②の交通費は、サービス利用終了時に、その都度お支払い下さい。 

種別 単位数（算定要件等） 

 要介護１・２ 要介護３・４・５ 左記以外の算定要件等 

居宅介護支援費（Ⅰ）(ⅰ) 
〈介護予防件数に１/３を乗じた数） 

（取扱件数４５件未満） 

1,086 単位／月 1,411 単位／月 
利用者の退院時等に、モ

ニタリング等の必要なケ

アマネジメントを行い、原

案の作成など必要な書類

の整備を行った場合 

居宅介護支援費（Ⅰ）(ⅱ) 
（取扱件数４５件以上６０件未満） 

544 単位／月 704 単位／月 

居宅介護支援費（Ⅰ）（ⅲ） 
（取扱件数６０件以上） 326 単位／月 422 単位／月 

特定事業所加算（Ⅱ） 

421 単位/月（体制要件、人材要件、他法人が運営する居宅介護支援事業所と共同の事

例検討会・研修会等の実施、地域包括支援センター等が実施する事例検

討会等への参加、ヤングケアラー・障害者・生活困窮者・難病患者等、

他制度に関する知識等に関する事例検討会・研修等に参加） 

初回加算                300 単位/月（新規、要介護状態区分が２区分以上変更となった場合） 

退院・退所加算 

（医療機関等から情報を受けて居宅サービス計画を作成し、居宅サービス利用等利用に 

関する調整をした場合入院等期間中に１回まで） 

 
カンファレンス参加 

    無 

カンファレンス参加 

    有 

連携 1 回 (Ⅰ)イ 450 単位 (Ⅰ)ロ 600 単位 

連携 2 回 (Ⅱ)イ 600 単位 (Ⅱ)ロ 750 単位 

連携 3 回  (Ⅲ) 900 単位 

入院時情報連携加算 

(Ⅰ)250 単位/月（入院した日のうちに、入院日以前の情報を含む情報を提供した場

合）（営業時間終了後又は営業日以外の日に入院した場合は、入院

日の翌日を含む） 

(Ⅱ)200 単位/月（入院した日の翌日又は翌々日に、情報を提供した場合）（営業時間

終了後に入院した場合であって、入院日から起算して 3日目が営業

日でない場合は、その翌日を含む）                           

通院時情報連携加算 

50 単位/月（利用者が医師又は歯科医師の診察を受ける際に同席し、医師又は歯科医

師等に利用者の心身の状況や生活環境等の必要な情報提供を行い、医師

又は歯科医師等から利用者に関する必要な情報を受けた上で、居宅サー

ビス計画に記録した場合１月に１回を限度） 

緊急時等居宅カンファレンス加算 
200 単位/回（病院又は診療所の医師又は看護師等と共に利用者の居宅に訪問し、カン

ファレンスを行い、必要に応じて居宅サービス又は地域密着型サービス

の利用に関する調整を行った場合１月に２回を限度） 

ターミナルケアマネジメント加算 
400 単位/月（終末期の医療やケアの方針に関する当該利用者又はその家族の意向を把握

した上で、同意を得て、居宅を訪問し、心身の状況等を記録し、主治の医師及

び計画に位置付けた居宅サービス事業者に提供した場合） 
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６．サービスの利用に関する留意事項 

（１）サービス提供を行う介護支援専門員 

サービス提供時に、担当の介護支援専門員を決定します。 

（２）介護支援専門員の交替（契約書第 7条参照）  

 ①事業者からの介護支援専門員の交替 

事業者の都合により、介護支援専門員を交替することがあります。 

   介護支援専門員を交替する場合は、ご契約者に対してサービス利用上の不利益が生じないよう十 

  分に配慮するものとします。 

 ②ご契約者からの交替の申し出 

   専任している介護支援専門員の交替を希望する場合には、当該介護支援専門員が業務上不適当と

認められる事情その他交替を希望する理由を明らかにして、事業者に対して介護支援専門員の交替

を申し出ることができます。但し、ご契約者から特定の介護支援専門員の指名はできません。 

７．緊急時の対応について 

   ご利用者に対する指定居宅介護支援の提供によりご利用者の体調等が急変した際、主治医又は、

医療機関に適切に連絡を取り必要な措置を講じるとともに、ご利用者のご家族等にも連絡します。 

＜緊急時の連絡先＞ 

（１）２４時間連絡可能な体制を整えています。 

 ①日中（祝休日・１２／２９～１／３を除く）８時３０分～１７時３０分 

  事務所：２２－７２５６    

 ②夜間  １７時３０分～８時３０分 

  携帯電話：０９０－５３７６－１８７８ 

  ○当事業所の介護事業部介護事業課長（菊井 美子）が担当します。 

  ○①の時間帯については、担当が不在の場合でも他の介護支援専門員が対応し、担当者に連絡を取 

ります。又、緊急の場合では、他の介護支援専門員が必要な対応を行います。 

８．事故発生時の対応方法について 

   ご利用者に対する指定居宅介護支援の提供により事故が発生した場合は、市町村、ご利用者のご 

家族等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じます。 

９．再発防止について 

   再発防止に向けて、職員とともに協議し、より良いサービス提供を心がけるよう、意識改善を図

ります。職員の研修等に積極的に参加するように努めます。 

10．虐待の防止について 

事業者は、利用者等の人権の擁護・虐待の防止等のために、責任者を設置する等必要な体制の整

備を行うとともに、その従事者に対し、研修を実施する等の措置を講ずるよう努めます。又地域包

括支援センター等に連絡を行うとともに必要な措置を講じます。 

11．身体的拘束等の取組について 

   事業者は、利用者又は利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身

体的拘束等を行いません。 
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   身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむ

を得ない理由の記録を行います。 

   事業者として、身体的拘束等の適正化のための研修を実施する等の必要な措置を講じます。 

12．守秘義務（契約書第 11 条参照） 

   事業者、介護支援専門員又は、従事者は居宅介護支援を提供する上で知り得たご契約者及び  

そのご家族に関する事項を正当な理由なく第三者に漏洩しません。この守秘義務はサービス終了後

も継続します。 

13．損害賠償について（契約書第 13条参照）                            

   事業者の責任によりご契約者に生じた損害については、事業者は速やかにその損害を賠償いたし

ます。守秘義務に違反した場合も同様とします。 

ただし、その損害の発生について、ご契約者に故意又は過失が認められる場合には、ご契約者の

置かれた心身の状況を斟酌して相当と認められる時に限り、事業者の損害賠償責任を減じる場合が

あります。 

14．感染症や災害への取組について 

（１）感染症対策の取組について 

    感染症の発生及びまん延等に関する取組のために、委員会の開催、指針の整備、研修の実施、

訓練（シミュレーション）の実施等に努めます。 

（２）業務継続に向けた取組について 

    感染症や災害が発生した場合であっても、必要な介護サービスが継続的に提供できる体制を構

築するために、業務継続に向けた計画等の策定、研修の実施、訓練（シミュレーション）の実施 

   等に努めます。 

15．苦情の受付について（契約書第 18条参照） 

（１）苦情の受付    

当事業所に対する苦情やご相談は以下の専用窓口で受け付けます。 

○苦情受付担当者 

     ［受付時間］   毎週月曜日～金曜日 ８時３０分～１７時３０分 

     ［職名］     介護事業課長 菊井 美子 

管理者    澄川 慧子      

［連絡先］    ＴＥＬ ０８５６－２２－７２５６ 

   ○苦情解決責任者 

     ［職名］     介護事業部長 山鳥 一道 

     ［連絡先］    ＴＥＬ ０８５６－２２－７２５６ 

   ○第三者委員 

     吉川 富男   益田市水分町１３－１４  ０８５６－２３－５２４７ 

     岩本 のり子  益田市あけぼの本町５－２ ０８５６－２２－４４６９ 

（２）利用者等の意見を把握する体制、第三者による評価の実施状況等について 
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アンケート調査、意見箱等利用者の意見を把握する取組 あり 

益田市介護相談員派遣事業の実施取組 あり 結果の公表 なし 

その他機関による第三者評価の実施 なし 結果の公表 なし 

（３）行政機関その他苦情受付機関 

益田市役所高齢者福祉課 

事業者指導係 

 

所在地  益田市常盤町１－１ 

電話番号 ０８５６－３１－０２１８  

ＦＡＸ  ０８５６－２４－０１８１ 

受付時間 ８時３０分～１７時１５分 

(土、日、祝、１２月２９日～１月３日を除く) 

益田市東部地域包括支援

センター 

所在地  益田市遠田町１９１７－２ 

電話番号 ０８５６－３１－１０１０ 

ＦＡＸ  ０８５６－３１－１０２１ 

受付時間 8 時３０分～１７時１５分（土、日、祝を除く） 

益田市中部地域包括支援

センター 

所在地  益田市駅前町１７番１号益田駅前ビルEAGA1 階 

電話番号 ０８５６－３２－３０２５ 

ＦＡＸ  ０８５６－３２－３０３５ 

受付時間 8 時３０分～１７時１５分（土、日、祝を除く） 

益田市西部地域包括支援

センター 

所在地  益田市高津 4 丁目６－４０ 

電話番号 ０８５６－２２－２０２８ 

ＦＡＸ  ０８５６－２２－２０２９ 

受付時間 ８時３０分～１７時３０分（土、日、祝を除く） 

島根県国民健康保険団体

連合会 

所在地  松江市学園１丁目７－１４ 

電話番号 ０８５２－２１－２８１１  

ＦＡＸ  ０８５２－６１―９０５１ 

受付時間 ９時００分～１７時００分（土・日・祝を除く） 

島根県運営適正化委員会 所在地  松江市東津田町１７４１－３ 

 いきいきプラザ島根内 

電話番号 ０８５２－３２－５９１３ 

ＦＡＸ  ０８５２－３２－５９９４ 

受付時間 ８時３０分～１２時００分 

１３時００分～１７時（土、日、祝を除く） 

 

                                                         

                     令和  年  月  日 

指定居宅介護支援サービスの提供の開始に際し、本書面に基づき重要事項の説明を行いました。 

 益田市社会福祉協議会指定居宅介護支援事業所 

説明者 氏名                

 

私は、本書面に基づいて事業者から重要事項の説明を受け、指定居宅介護支援サービスの提供開始に

同意しました。 

                    利用者 住所 益田市 

                          

氏名 


